
副業の所得区分と税金
の影響 �

確定申告における所得区分の種類 国税庁が定める10種類の所得区分

利子所得、配当所得、給与所得、退職所得、事
業所得、不動産所得、一時所得、雑所得、山林
所得、譲渡所得の10種類が存在する

副業による所得は主に「事業所得」または「雑
所得」に分類される

正確な区分判断は税務上非常に重要であり、計
算方法や優遇措置の適用に大きな影響を与える

事業所得と雑所得の基本的な違い

事業所得の特徴

自営業や個人事業から得られる収入を指す

青色申告が可能で、特別控除などの優遇措置を
受けられる

純損失の繰越しや繰戻しが可能（最大3年間）

他の所得との損益通算が可能

雑所得の特徴

他の所得区分に該当しない収入を指す

青色申告ができず、特別控除などの優遇措置を
受けられない

純損失の繰越しや繰戻しができない

他の所得との損益通算ができない

事業所得と雑所得の判断基準

最高裁判例（昭和56年4月24日）の基準

自己の計算と危険において独立して営まれてい
ること

営利性、有償性を有すること

反復継続して遂行する意思があること

社会的地位が客観的に認められる業務であるこ
と

東京地裁判例（昭和48年7月18日）の考慮要素

営利性・有償性の有無

継続性・反復性の有無

自己の危険と計算による企画遂行性

精神的・肉体的労力の程度

人的・物的設備の有無

取引の目的

職歴・社会的地位・生活状況

副業への適用と最近の動向

副業所得の一般的な取り扱い

多くの場合、副業所得は「雑所得」として扱わ
れる傾向がある

本業ではないため、費やせる時間が限られるこ
とが主な理由

国税庁による基本通達の改正（令和4年10月7
日）

所得税法基本通達35-2の改正により、判断基準
がより明確化された

会計帳簿の作成・保存が判断要素として追加さ
れた

本業か副業かよりも、会計帳簿の存在が重視さ
れる傾向

改正後の判断基準の注意点

会計帳簿の存在だけで自動的に「事業所得」に
はならない

収入の規模や赤字解消の努力なども考慮される

例年300万円以下かつ主たる収入の10％未満の
場合、「雑所得」とみなされる可能性が高い

最新の裁決事例と今後の動向

関東信越国税不服審判所の裁決（令和5年9月19
日）

改正前の事案だが、改正通達の内容に言及して
いる

社会通念に基づく総合的判断の原則は変更され
ていないことを確認

帳簿の存在だけでなく、他の収入状況も考慮す
る必要性を示唆

今後の判断傾向

事業所得か雑所得かの判断は引き続き総合的に
行われる見込み

帳簿の存在は重要な要素だが、唯一の判断基準
ではない

個々の状況に応じて、専門家（税理士等）への
相談が推奨される


